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新たな中長期計画・組織体制のご紹介

NICT 第5期中長期計画の展望

NICTでは、この4月から新たな中長期計画がスタートし、組織構成も改められた。
おりしも、情報通信分野には技術の世代交代が進みつつあり、一方では、国際社会
が新型コロナ感染症（COVID-19）による深刻なパンデミックに襲われる状況下にあっ
て、情報通信に関する要望、期待もますます高まっている。

こうしたなか、新たな第5期中長期計画においてNICT はどのような課題に、どのよ
うな体制で取り組んでいくのか。その展望について、徳田英幸理事長に話を聞いた。

■第5期中長期計画の “ 枠組み ” と特色

――NICT では5年ごとの中長期計画に
基づいて業務運営がなされていますが、
この4月から始まった第5期中長期計画
の枠組みはどのようなものでしょうか。

徳田　第5期の枠組みは、基本的には、
第4期において設定された「重点5分野」
を継承し、かつ、その研究成果を社会還
元していくためのオープンイノベーショ
ンの創出を行うというものです。重点5
分野とは、「観

み

る：電磁波先進技術分野」
「繋

つな

ぐ：革新的ネットワーク分野」「守る：
サイバーセキュリティ分野」「創

つく

る：ユ
ニバーサルコミュニケーション分野」

「拓
ひら

く：フロンティアサイエンス分野」

の5つです。これは、我々 NICT にとっ
ての“本籍地”と呼べるものです。
　加えて、特に新しい時代の日本が進め
ていかなければならない次世代ICT基盤
に必要不可欠な先端技術として、第5期
からは戦略的に進めるべき研究4領域（戦
略4領域）を定めています（図1）。これは、

「Beyond 5G」「AI」「量子情報通信」「サ 
イバーセキュリティ」の4つです。

――第5期中長期計画を開始するにあ
たっての変化、計画の特徴にはどのよう
なものがありますか。

徳田　今回の第5期中長期計画に合わ
せ、総務省からは、非常に多くの財政的
支援を頂いています。

　戦略4領域のうち「Beyond 5G」は、
ようやく商業利用が始まった「5G」の、
更に次の世代を見据えた研究ですが、こ
れに関しては、令和2年度の補正予算に
おいて我々が「B5G基金」と呼んでいる

「Beyond 5Gの研究開発を促進する提案
公募型研究資金」に300億円、そして

「Beyond 5G 共用研究施設・設備（テス
トベッド）」の整備に約200憶円の拠出
を受け動いています。
　二つ目の AI についても、目玉のひと
つとして、令和2年度の補正予算で113
憶円強の財政的支援を受け、けいはんな
地区に、多言語音声翻訳等のための計算
リソースの整備を行っています。これに
ついては、以前からの「知能科学融合研
究開発推進センター（AIS）」を拡張して

徳田 英幸（とくだ ひでゆき）

情報通信研究機構　理事長

1983年、大学院博士課程修了。その後、カーネ
ギーメロン大学計算機科学科研究准教授を経て、
1990年に慶應義塾大学兼任、1996年環境情報学
部教授。慶應義塾大学常任理事、環境情報学部
長、大学院政策・メディア研究科委員長等を歴任。
主に、ユビキタスコンューティングシステム、オペ
レーティングシステム、分散システム、サイバーフィ
ジカルシステムに関する研究に従事。2017年に
国立研究開発法人情報通信研究機構理事長に就
任。現在、慶應義塾大学名誉教授、日本学術会議
会員、重要生活機器連携セキュリティ協議会会長、
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フェロー、IEEE 東京支部長等を務める。
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表紙写真： NICT 本部　本館エントラ
ンスホール

左上写真：NICT 本部（小金井）展示室
NICT の研究成果や、NICT の前身の組
織から今までの100年以上にわたる歴
史に関する展示を行っています。
現在は事前予約制で開館しております。
また、2月からは、バーチャル展示室も
開設しております。詳しくは、下記 QR
コードからご覧ください。
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徳田　私が着任したのが4年前で、その
時には第4期の目標もおおよそ定まって
いました。幸いにも第4期の後半には、
第5期のテーマを議論するタスクフォー
スなども立ち上がって議論にも参加した
ので、現在進められている第5期の目標
には私自身も思い入れがあります。
　今日、分野横断的なコラボレーション
はますます大事になっているのですが、
その最大の理由は「トータルなシステム
を作り上げなければならない」ことです。
NICTは昔から「キラッと光る要素技術」
に関しては、世界に誇れるものをいくつ
も送り出してきましたが、それらを「き
ちんと連携させ、優れたアーキテクチャ

をもったトータルなシステムとして構築
できるか」を試されているのが、この第
5期だろうと思っています。
　そのカギとなるのが、NICT の組織の
カルチャーを、より柔軟でクリエイティ
ブなものにできるかどうかで、そのため
に今回、「COC2.0」という基本方針を打
ち出しました。
　もともとの「COC」は、私が着任した
と き に 打 ち 出 し た も の で、こ れ は

「Collaboration」「Open Mind & Open 
Innovation」「Challenger's Spirit」の 頭
文字を取ったものです。「COC2.0」は、
その最初の3つは維持したうえで、新た
に次のキーコンセプトを重ねたもので

す。新たなキーコンセプトとは、NICT
自体のデジタルトランスフォーメーショ
ンを示す DX、そして「Computing & 
Communication for Carbon Neutral」です。
　NICT の研究テーマに関しては最初に
述べたとおりですが、ただ社会が必要と
するICT技術を生み出すだけでなく、持
続可能で多様性が認められる未来社会に
向け、脱炭素においても NICT 自身が範
とならねばならない、と私は考えます。
この点でも、第5期は、チャレンジング
なテーマも多く、非常にやりがいがある
ものと思っています。

――本日はありがとうございました。

「AI研究開発本部」とし、AI研究を加速
化する体制づくりを行っています。
　三つ目は、量子ICTのセンターです。

「統合イノベーション戦略2019」のなか
で、NICTは量子セキュリティ技術の拠点
を整備していくことが謳

うた

われています。
その拠点の建物を本部北側の敷地に整備
中です。この整備等に令和元年度の補正
予算で80億円弱の予算を頂いています。
　四つ目のサイバーセキュリティでは、
令和２年度の補正予算で「サイバーセ
キュリティ統合知的・人材育成基盤」の
構築を進めており、その推進組織として
Cybersecurity Nexus という部署を新設
しました。サイバーセキュリティに関す
る様々なデータ収集・分析を行う基盤と
ともに、これまでナショナルサイバート
レーニングセンターで作ってきた人材育
成プログラムをより強化していくことに
なっています。我が国のサイバーセキュ
リティの “ 自給自足率 ” を高めるための
取組と言えると思います。

――ほかに組織の変化、新設にはどのよ
うなものがあるでしょうか。

徳田　これまで述べた以外にも、「Beyond 
5G」を組織横断的に推進するための組
織として「Beyond 5G 研究開発推進ユ
ニット」、量子 ICT の研究開発や社会実
装を推進する組織として「量子ICT協創
センター」の二つを新設しました。
　研究開発のプロセスや、経理、財務、
契約など、業務プロセスを改革していく
た め、NICT 自 体 の デ ジ タ ル ト ラ ン ス
フォーメーションを進める中核として、

「業務企画部」という部署を新設しまし
た。これも第5期の大きな特徴のひとつ

で、NICT が本気でデジタル技術を使っ
て業務改革、組織改革を進める姿勢を端
的に表した部署になります。
　また、理事長直下のシンクタンク的機
能を持った「イノベーションデザインイ
ニシアティブ（IDI）」というグループを
2020年4月に設置しましたが、今期よ
り正式な組織として立ち上げ、シンクタ
ンク機能の強化を図っています（図2）。

■コロナ禍で浮かび上がってきた課題

――特に2019年末以降、新型コロナ感
染症（COVID-19）の拡大は、我々の生
活に大きな変化をもたらしました。「with
コロナ」「post コロナ」の生活様式を考
えるうえで、ICTが果たす役割の重要性
もますます上がっているように感じます
が、これについてはいかがでしょうか。

徳田　今回、COVID-19が急激に拡大す
るなか、それを防ぐために様々な方策が
採られています。日本のみならず世界各
国で、三密を避け、人々の生活様式が大
きくサイバー空間上にシフトすることに
なりました。
　しかし、例えば自宅からテレワークし
た際のセキュリティには、なお多くの問
題点がありますし、Web 上の遠隔会議
は、移動コストがゼロになりますがリア
ルな対面と比べ、まだ不便を感じる点も
多いでしょう。
　アナログ・対面からデジタル・リモー
トへのシフトのなかで、アナログ・対面
の時にどのような良い特徴があり、デジ
タルへの移行で何が損なわれたか、より
多くの人がはっきり意識するようになり
ました。その意味で、COVID-19は我々

人類の社会にとって大きな災厄ではあり
ますが、研究者的には多くの課題を頂い
た重要な機会であったと思います。
　NICT が持つ技術のなかには、コロナ
禍においてもっと早く社会に出していく
ことが期待されるものもあります。
　例えば未来ICT研究所の成果のひとつ
に、もともと次世代のコミュニケーショ
ンデバイスとして研究されていた深紫外

（Deep Ultra Violet：DUV）LED チ ッ プ
があります。実はこの波長の光は DNA
や RNA を分解する働きがあり、一本鎖
RNAであるコロナウイルスに照射すると、
たちどころにウイルスが不活性化される
のです。普通の紫外線では分単位の時間
が掛かるのに比べ飛躍的な時間短縮で、
将来的にこれが量産化・実用化できれば、
空気清浄機などへの殺菌・滅菌用の後付
けユニットへの活用などが考えられます。
　多言語音声翻訳についても、多くの人
が遠隔会議システム経由でビジネスコ
ミュニケーションをするようになるなか、
多言語をシームレスに繋

つな

ぐことができる
ツールとして、その必要性はますます高
まっています。
　このような状況下において、我々が持っ
ている技術を、社会に自然な形で受け入
れられるようにするための「テクノロジー
シェイピング」は、大きな課題のひとつ
です。

■ 「持続可能な社会」を支える大きな責任も

――徳田理事長ご自身も2期目となるわ
けですが、理事長ご自身の運営方針、将
来ビジョンや NICT 内外に向けてのメッ
セージを伺えますか。

NICT 第5期中長期計画の展望

図1　 Beyond 5G 時代における新たな ICT 技術戦略
　　   総務省情報通信審議会・技術戦略委員会より

図2　第5期中長期計画における NICT の組織構成
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リモートセンシング技術
電磁波の伝搬に大きな影響を与える大気中の水蒸気・雲・降水の分布や地表面の状態を高精度に把
握するために、地上や人工衛星から対象を観測する技術及び取得した情報の高度な分析技術を研究
開発する。これらの研究開発成果により、防災・減災、地球規模の気候変動の監視、天気予報など
の予測精度の向上、地球温暖化・水循環メカニズムなどの解明に貢献する（図1）。

宇宙環境技術
現代社会において、高精度衛星測位などの宇宙システムの利用や、宇宙有人活動に影響を与える宇宙
環境の乱れの把握が課題となっている。これらの課題を解決するための宇宙環境の現況監視及び予測・
警報を高度化する技術を開発し、農業、社会インフラの維持管理、災害監視などにおける電波の安定
的な利用に資する。また、宇宙天気予報を安定的に遂行するために必要となる技術を開発する（図2）。

電磁環境技術

高度化した通信機器と電気電子機器との円滑な相互運用や、新たな無線システムなどの安心・安全
な利用に不可欠な電磁的両立性（EMC）を確保するための研究開発を行う。また、人体電波ばく露
レベルに関するデータを取得・蓄積する。さらに、EMC 技術に関する国内の中核的研究機関として
の役割を果たすとともに、研究開発で得られた知見や経験に基づき、国際標準化活動や国内外技術
基準の策定等に寄与する（図3）。

時空標準技術
周波数国家標準値の設定や標準電波の発射、標準時の通報を安定的かつ高精度に実現するために、
光周波数標準の開発や携帯可能な原子時計、無線双方向時刻比較の研究開発を行い、Beyond 5G 時
代の基準時刻・基準周波数の提供を実現する。また、テラヘルツ領域における周波数標準の開発や、
周波数標準の測地センサへの利用など、周波数標準の新たな応用領域を開拓する（図4）。

デジタル光学基盤技術
デジタルホログラムプリント技術による光の回折を利用した光学素子の研究開発を行い、Beyond 
5G 時代を支える高効率・安価な光通信用モジュール、ヘッドアップディスプレイ、次世代 AR シス
テムなどの実用化に向けた技術移転を進める。また、デジタルホログラムによる精密光学測定技術
の研究開発を行い、顕微鏡などへの応用を通じて産業展開を促進する（図5）。

電磁波を使って、私たちの未来を、
より安心で、より豊かなものへ

■ 多種多様なデータを解析することによ
り、「未来の姿」をサイバー空間上に
作り上げる「プロセッシング（情報の
加工・処理）」の機能を実現する役割

■ サイバー空間上のデータを活用して、
フィジカル空間を作り上げる「アクチュ
エーション（作動・行動）」の機能を
実現する役割

さらに、各役割から得られた成果を効果的
に連携させ、その結果、気象の変化や宇宙
環境の変化の早期かつ精密な把握や、災害
等の非常時を含む社会状況の正確な把握を
実現するとともに、精度の高い未来予測を
可能にして、実社会における私たちのスマー
トな生活を実現させることを目指します。

第５期中長期目標期間の５年間では、電
磁波を利用して、社会を取り巻く様々な対
象から情報を取得・収集・可視化・提供す
るための技術や、様々な機器・システム
の電磁的両立性（EMC：Electromagnetic 
Compatibility）を確保するための技術、
効率的な社会経済活動の基盤となる高品質
な時刻・周波数を発生・供給・利活用する
ための基盤技術、低コストで高効率な光学
素子を実現するための基盤技術について研
究開発を実施するとともに、国内外におけ
る標準化や研究開発成果の普及、社会実装
につなげる活動を行います。また、電磁波

技術分野の将来を担う研究開発人材の育成
にも力を入れていきます。これらの活動を
行うために、当研究所の中に３つの研究セ
ンター、５つの研究室、そして活動全体を
効果的に推進する「総合企画室」を設置し
ました。

● 電磁波伝搬研究センター：リモートセン
シング研究室・宇宙環境研究室

● 電磁波標準研究センター：電磁環境研
究室・時空標準研究室

● 電磁波先進研究センター：デジタル光
学基盤研究室

各研究室が取り組む研究開発の内容は、
上記の表をご覧ください。

平　和昌 （たいら かずまさ）

電磁波研究所　所長
1991年、郵政省通信総合研究所（現 NICT）入所。移動通信の
電波伝搬や通信方式、電磁環境に関する研究に従事。2016
年から現職。博士（工学）。

電磁波がもつ様々な特徴を社会で利活用する
ための研究開発を推進することにより、気象の
変化や宇宙環境の変化の早期かつ精密な把握
や、社会状況の正確な把握を実現するととも
に、把握した結果を使って精度の高い未来予
測を可能にし、実社会における私たちのスマー
トな生活を実現させることを目指します。

が国が目指すべき未来社会の姿とし
て、「Society 5.0」が提唱されてい

ます。Society 5.0とは、内閣府によると、
「サイバー空間（仮想空間）とフィジカル

空間（現実空間）を高度に融合させたシス
テムにより、経済発展と社会的課題の解決
を両立する、人間中心の社会（Society）」
と定義されています。Society 5.0の実現に
より、様々な知識や情報が社会で共有され、
必要な情報が必要なタイミングで提供され
るようになることで、今までにない新たな
価値が生み出され、社会の様々な課題や困
難が克服されるようになります。その中で、
ICT（Information and Communications 
Technology：情報通信技術）の更なる高
度化は、社会経済を大きく変える可能性を
もつ役割としていっそう期待されています。
　電磁波研究所は、ICT の中でも特に電波
や光などの「電磁波」に関する様々な技術
の研究開発と、それら技術の社会での活
用に関する活動を推進する組織です。当
研究所は、電磁波を活用することにより
Society 5.0を実現させることを目指してお
り、その過程において、以下に示す３つの
役割を果たしていきます。

■ 多様なセンサを使って、フィジカル空
間の情報をサイバー空間に集約する

「センシング（計測・観測）」の機能を
実現する役割

マルチパラメータフェーズドアレー気象レーダーの
観測データを用いた 豪雨対策支援システム

（リモートセンシング技術）

我

宇宙天気予報センター（宇宙環境技術） 自然な光によるホログラム顕微鏡
（デジタル光学基盤技術）

図5　自然な光によるホログラム顕微鏡（デジタル光学基盤技術）図2　 宇宙天気予報センター 
（宇宙環境技術）

図1　 マルチパラメータフェーズドアレー気象レーダーの観測データを
用いた 豪雨対策支援システム（リモートセンシング技術）

ストロンチウム光格子時計（時空標準技術）
図4　ストロンチウム光格子時計（時空標準技術）

大型電波暗室（電磁環境技術）
図3　大型電波暗室（電磁環境技術）
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計算機能複合型
ネットワーク技術

Beyond 5G 時代の多様なネットワークサービスが共存する環境で、各サービスの通信品質や情報の
信頼性を確保し、ネットワーク資源を持続的かつ適正に提供するため、ニューノーマル時代の社会
経済変革に資するサービス等に寄与する、テレメトリによる大規模ネットワーク制御技術や遅延保
証型ルーター技術の研究開発、また、応用研究開発に向けた分散情報管理機構を用いた情報特性指
向型の通信技術の基礎研究を行います。

次世代ワイヤレス技術

ニューノーマル時代の社会経済の変革と Beyond 5G 基盤技術の実現を目指し、専門的技術検討と一般
の利用ニーズを踏まえた地上系無線通信システムの多様化・拡張化に資する技術を確立し社会展開を
図るため、サイバー空間とフィジカル空間との効率的な連携を検証する無線システム評価技術、端末・
基地局間連携を推進する高度無線アクセスシステム及びモビリティ制御・無線エリア拡張技術の研究開
発を行います。

フォトニック
ネットワーク技術

Beyond 5G 時代の増加を続ける通信トラヒックに持続的に対応するためのマッシブチャネル光ネットワー
ク技術、多種多様な要求に対応可能なコアやアクセスのネットワークを効率的に提供する光ネットワー
クリソースの動的再構成及び利用効率化技術、フォトニックネットワークがすべての情報のインフラとし
て働くために、障害等のインシデントの予兆を検知しながら機能を早期に復旧させる技術の研究開発
を行います。

光・電波融合
アクセス基盤技術

アクセス／ショートリーチにおいて2030 年以降の利用シーンを拡大しネットワークをより柔軟に運
用するため、光と電波の周波数帯域の高精度な相互変換や広帯域なパラレル波形処理等を施すマッ
シブ集積オールバンド ICT ハードウェア技術、超高速高可用な次世代光ファイバ無線やスケーラブ
ルな帯域制御、伝送媒体の相互変換と基準信号配信、短距離向けリンク等の伝送メディア調和型ア
クセス基盤技術の研究開発を行います。

宇宙通信基盤技術

衛星通信を含む非地上系ネットワークや通信システムの利用が拡大する中、地上から宇宙までをシー
ムレスにつなぐ高度な情報通信ネットワークの実現に向けて、衛星・航空機・ドローン等で構成さ
れるネットワークにおいて効率的なデータ流通を実現する衛星フレキシブルネットワーク基盤技術
及び小型化・大容量化・高秘匿化を可能とする大容量光衛星通信・フレキシブル通信・高秘匿通信
基盤技術に関する研究開発を行います。

タフフィジカル空間
レジリエント ICT 基盤技術

大規模災害や障害等の事象から起こる急激な変化に対してもサービスの持続的提供を支える情報通
信技術を実現するため、ネットワークの分断や再統合等が生じるタフフィジカル空間において、情
報通信資源を適切に割り当て、自律再構成する情報通信基盤の構築技術及び自然現象急変を検知可
能とするため、環境計測センサ群から情報収集し、データを総合的に可視化・解析するレジリエン
ト自然環境計測技術の研究開発を行います。

Beyond 5Gを支えるネットワーク基盤技術の
研究開発と成果普及を推進します

■ネットワークアーキテクチャ研究室 *1

Beyond 5G 時代の多様なネットワーク
サービスを持続的に支えるため、安定的に
高品質なコミュニケーションやデータ処理
を可能とするネットワークアーキテクチャ
の研究開発を行います。

■フォトニック ICT 研究センター *3*4

Beyond 5G 時代に必須となる、急増す
る通信トラヒックを支える超大容量フォト
ニックネットワーク、光ファイバ通信と無
線通信を調和的に融合するアクセス技術、
柔軟性を備えたネットワーク技術などの研
究開発を行います。

■ワイヤレスネットワーク研究センター *2*5

Beyond 5G 時代を見据えて、非地上系
ネットワーク（NTN）と地上系の融合によ
り海洋から宇宙まで3次元のシームレスな通
信ネットワークをグローバルに拡張し、あ
らゆる状況や環境の下で「つながる」ワイ
ヤレスネットワーク技術の研究開発と普及
に取り組みます。

■レジリエント ICT 研究センター *3*6

通信が困難なタフフィジカル空間でも機
能する情報通信技術や自然環境計測技術、
光ネットワークの障害予兆検知及び機能復
旧技術など、災害に強い ICT や災害時に役
立つ ICT を含めた世界のレジリエンス向上
に寄与する ICT の研究開発と社会実装に向
けた活動に取り組みます。

■先端 ICT デバイスラボ
光や超高周波等のあらゆる周波数帯を融

合して活用できる革新的な情報通信デバイ
ス要素技術を創造するべく、デバイスの設
計・試作・実装・評価等の高度ハードウェ
ア開発技術を基に、これらの研究開発を支
援・推進するオープンイノベーション拠点
です。令和2年度末で35団体が利用してい
ます。

Beyond 5Gで望まれる広帯域通信や超低
遅延、高信頼をかなえるため、ネットワー
ク研究所では、光・無線（地上・衛星）・
ネットワーキング等の基礎・システム技術を
高めます。人類が使ってよい地球や宇宙の

資源は限りがある、という大前提を守り、
数的・立体的に拡張性が高く柔軟な通信・
計算・蓄積・センシングリソース（資源）
を制御管理し、様々なネットワークサービス
を共存させるための基盤技術を確立します。
柔軟性は、災害・障害といったフィジカル
にタフな場面でも求められます。それらを
管理運用するために分散・独立制御を許容
した役割分担と疎結合によるオーケストレー
ションが必要です。ネットワーク研究所は一
体となって基盤技術を統合し、成果普及を
推進して、Beyond 5G 時代の社会を支えます。

原井 洋明 （はらい ひろあき）

ネットワーク研究所　研究所長
1998年郵政省通信総合研究所（現 NICT）入所。網構成・光・
モバイル等ネットワーク分野の研究開発と推進に従事。ネッ
トワークアーキテクチャ研究室長、総合テストベッド研究開
発推進センター長等を経て現職。博士（工学）。

Beyond 5G 時代に社会システムを変革する
には、通信量増や通信品質確保、サービス多
様化等に対応する革新的なネットワークが必
要です。私達は、時代に合うアーキテクチャ
の下、地上無線・光・宇宙通信技術を高度化
し、光・電波融合、タフフィジカル空間の対
応技術を加え、将来を支え続けるネットワー
ク基盤技術を確立し、標準化、研究開発成果
の普及や社会実装を目指します。

ットワーク研究所は、Society5.0の
高度化による社会システムの変革を

実現するため、研究センター、研究室を運
営し、計算機能複合型ネットワーク *1、次
世代ワイヤレス *2、フォトニックネットワー
ク *3、光・電波融合アクセス基盤 *4、宇宙
通信基盤 *5、タフフィジカル空間レジリエ
ント ICT 基盤 *6等の技術を研究開発し、標
準化、研究開発成果の普及や社会実装を目
指します（図1）。また、デバイスラボを運
営し、上記を支える光波やテラヘルツ波な
ど超高周波を融合した ICT プラットフォー
ム技術の進展に貢献します（図2）。

ネ

図2　 先端 ICT デバイスラボ・イエロールーム内の高精細
デバイス加工装置

図1　ネットワーク研究所が取り組む重点技術
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サイバーセキュリティ技術
サイバー攻撃対処能力の絶え間ない向上と多様化するサイバー攻撃の対処に貢献するため、巧妙化・
複雑化するサイバー攻撃に対応した攻撃観測・分析・可視化・対策技術、大規模集約された多種多
様なサイバー攻撃に関する情報の横断分析技術、新たなネットワーク環境等のセキュリティ向上の
ための検証技術の研究開発を実施する。

暗号技術
社会の持続的発展において欠くことのできない情報のセキュリティやプライバシーの確保を確かな
ものとするため、耐量子計算機暗号等を含む新たな暗号・認証技術やプライバシー保護技術の研究
開発を実施し、その安全性評価を行うとともに、安全な情報利活用を推進し、国民生活を支える様々
なシステムへの普及を図る。

サイバーセキュリティに
関する演習

行政機関や民間企業等の組織内のセキュリティ運用者（情報システム担当者等）を対象として、サイバー
攻撃を受けた際の実践的な初動対応能力を育成する。また、25才以下の若手人材を対象として、革新
的なセキュリティソフトウェア等を自ら「研究・開発」していくことができるハイレベルな人材を育成する。

サイバーセキュリティ
産学官連携拠点形成

我が国のサイバーセキュリティ対処能力向上に貢献し、社会全体でセキュリティ人材を持続的に育
成するため、情報分析・人材育成等の産学官連携の中核的拠点を形成する。 
サイバーセキュリティ関連情報を大規模集約／横断分析し、国産脅威情報を関係機関に提供するほか、
国産セキュリティ技術を機器製造事業者や運用事業者が検証できる環境を構築する。 
人材育成演習基盤を構築し、民間等での自律的な人材育成を支援する。 

パスワード設定等に不備のある 
IoT 機器の調査

IoT 機器のサイバーセキュリティ対策に貢献するため、サイバーセキュリティ戦略等の政府の方針
を踏まえ、機構法附則第8条第2項の規定に基づき、機構の有する技術的知見を活用して、パスワード
設定等に不備のある IoT 機器の調査及び電気通信事業者への情報提供に関する業務を、令和6年度末
まで実施する。

サイバーセキュリティ分野の
幅広い研究開発と人材育成に取り組み、
産学官の結節点に！

し、組織横断的な連携を含むデータ利活用
を促進するとともに、テレワーク等の社会
的な課題解決に貢献する安全なデータ利活
用技術に取り組みます。また、量子コン
ピュータ時代に対応する暗号基盤技術の確
立を目指し、耐量子計算機暗号を含む新た
な暗号技術及び電子政府システム等におい
て使用される暗号技術の安全性評価に関す
る研究開発を実施します。

新たに発足したサイバーセキュリティネ
クサスでは、サイバーセキュリティ産学官
連携拠点を形成し、サイバーセキュリティ
情報を国内で収集・蓄積・分析・提供する
とともに、社会全体でサイバーセキュリティ
人材を育成するための共通基盤を構築し、

産学官の結節点（ネクサス）として開放し
ます（図2参照）。

ナショナルサイバートレーニングセン
ターでは、国や地方公共団体及び重要イン
フラ事業者等の情報システム担当者等を対
象に、組織のネットワークを模擬した環境
で最新のシナリオで演習を行う実践的サイ
バー防御演習 CYDER のほか、令和3年度よ
り、情報処理安全確保支援士向け更新講習

（CIRP）を提供開始予定です。また、25才
以下の若年層を対象に、1年間のハッカソ
ンを通じて最新の観測データや研究開発の
知見を活かした指導により、セキュリティ
イノベーターの育成を目指す若手人材育成
プログラム SecHack365も実施します。

ナショナルサイバーオブザベーションセ
ンターでは、サイバー攻撃に悪用されるお
それのあるIoT 機器の対策に貢献するため、
NICT の有する技術的知見を活用して、パ
スワード設定等に不備のある IoT 機器の調
査及び電気通信事業者への情報提供に関す
る業務を令和6年度末まで実施します。

サイバーセキュリティ研究所では、サイ
バー攻撃のトレンドの変化等に対応した技
術開発を迅速に進める体制を整え、開発し
た技術やデータの社会展開を進めていきま
す。また、研究開発した技術を、研究所内
で実施するサイバー演習や調査業務等に適
用して検証を行うとともに、フィードバッ
クを受けて有用性を高めてまいります。

盛合 志帆 （もりあい しほ）

サイバーセキュリティ研究所　研究所長
大学卒業後、日本電信電話（株）、ソニー（株）を経て2012年
NICT 入所。暗号、情報セキュリティ、プライバシー保護技術
の研究開発に従事。博士（工学）。

サイバーセキュリティ分野の国内トップクラスの
研究所として、サイバー攻撃対処能力の向上
や安全な情報利活用の推進を目指し、基礎研
究から、強い社会要請に基づく実践的な技術
開発、社会実装まで幅広く行うとともに、政府
の方針を踏まえ、サイバーセキュリティに関す
る演習、サイバーセキュリティ産学官連携拠点
形成、パスワード設定等に不備のある IoT 機
器の調査などの業務を実施します。

が国において、これまでにない価値
の創造や社会システムの変革等をも

たらす新たなイノベーション力を強化する
ためには、「社会（生命・財産・情報）を
守る」能力として、急増するサイバー攻撃
から社会システム等を守るサイバーセキュ
リティ分野の技術の高度化が不可欠となっ
ています。また、急増するサイバー攻撃へ
の対策は国を挙げた喫緊の課題となってお
り、この分野での機構に対する社会的要請
はますます高まっています。このような背
景のもと、サイバーセキュリティ研究所で
は、第5期中長期計画において表に示す研
究開発等に取り組みます。

再編成されたサイバーセキュリティ研究
所の組織構成を図１に示します。サイバー
セキュリティ研究室では、サイバー攻撃を
複数の側面から観測し、状況把握を支える
可視化技術、AI 技術を駆使した自動分析・
対策技術、多種多様なサイバーセキュリ
ティ関連情報を大規模集約し横断分析する
技術の確立・高度化を進めるデータ駆動型
サイバーセキュリティ技術の研究開発を行
います。また、最新の通信機器、IoT 機器、
コネクテッドカー等のセキュリティ検証技
術を確立するエマージングセキュリティ技
術の研究開発を行います。

セキュリティ基盤研究室では、データの
提供・収集・保管・解析・展開の各段階に
おけるセキュリティやプライバシーを確保

我

図1　 サイバーセキュリティ
研究所の組織構成 図2　サイバーセキュリティ産学官連携拠点形成
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多言語コミュニケーション
技術

「グローバルコミュニケーション計画2025」に基づき、文脈や話者の意図、周囲の状況等の多様な
情報源も活用した、ビジネスや国際会議等の場面においても利用可能な実用レベルの自動同時通訳
技術の研究開発や、政府の外国人材受入れ・共生政策や観光戦略等を踏まえた重点対応言語の充実
･ 拡大、2025年大阪・関西万博も見据えた新たな社会ニーズや多様なユーザインターフェースに対
応した同時通訳システムの社会実装等に取り組みます。

社会知コミュニケーション
技術

インターネット等から膨大な知識（社会知）を人間にとって分かりやすい形式で取得し、社会知の組み
合わせや類推等で様々な仮説を推論する技術や、仮想的人格を用いて、ユーザの興味、背景や文脈
に合わせた対話等ができるシステム、また、それらを活用する高度な AI サービスにおいて、ユーザの
要求の変動に質的、量的にエラスティックに追従し、運用コストを低減する技術を研究開発するとともに、
これらの技術の社会実装を目指します。

スマートデータ利活用基盤
技術

多様な分野のセンシングデータを適切に収集し、複合的な状況の予測や分析の処理を、個々の環境に
適合させ、同時に相互に連携させながら全体最適化を行う分散連合型の機械学習技術やデータマイニ
ング技術の研究開発を行い、従来のパブリックデータに加えプライベートデータも活用した予測や分析
を可能にし、データ収集・予測・分析のモデルケースを種々の課題解決に効果的に展開可能とするこ
とにより、技術の社会実装に繋げます。

ニューノーマルを創る
～誰もが分かり合えるユニバーサルコミュニケーションの実現～

スパイラルを実現することにより、コア技
術を世の中で普通に使われる技術とするこ
とを目指します。

このポジティブスパイラルを成功させる
ために重要となるのは次の3点であると考
えます。ひとつは、多言語音声翻訳エンジ
ン等の即戦力となるソフトウェアをライセ
ンス等により外部に提供することです。こ
れにより、新たな産業の創出を目指しま
す。二つ目は、システムやデータを継続的
にオープンにすることです。例えば、巨大
言語モデル等を公開することにより、我が
国の研究基盤の底上げに貢献することを目

指します。三つ目は高セキュアな環境を提
供すること、あるいは、高セキュアなサー
ビスの構築が可能であることを示すことで
す。これにより、安心安全な社会の構築支
援に寄与することを目指します。

上記のポジティブスパイラルを支えるの
は、データの充実、計算機環境の充実、海
外・国内機関との連携の充実であり、この
3つの充実により、我が国を代表する AI 分
野の研究開発拠点のひとつとしてふさわし
い、AI 研究基盤の確立を目指します。当研
究所には、すでに Web 300億ページ規模
のクロールデータや、音声、対訳、各種セ

ンサーデータ等、大規模かつ多様なデータ
ベースや、多数の GPGPU や、1,000台規模
のサーバ群といったように、関連分野を研
究する公的機関としては日本最大級のデー
タリソースと計算リソースがあり、更に増
強する計画です。今中長期計画では、この
AI 研究基盤を盤石なものとし、その基盤の
支えの下、「研普両道」すなわち「研究」
と「普及」の両立を推し進めることにより、
国際ビジネス、高齢者ケア、環境リスク低
減等における言葉の壁・知識の壁・データ
利活用の壁をなくし、社会課題の解決や新
たな価値創造等に貢献します（図2）。

内元 清貴 （うちもと きよたか）

ユニバーサルコミュニケーション研究所　研究所長
1996年郵政省通信総合研究所（現 NICT）入所。自然言語処
理、音声翻訳の研究開発・社会実証及び研究成果の社会還
元に従事。博士（情報学）。

我が国を代表する AI 分野の研究開発拠点の
ひとつとして、AI 研究基盤の確立とその基盤を
活用した 3 つのコア技術の研究開発及び社会
実装に取り組みます。「研普両道」、すなわち、
コア技術の「研究」と「普及」を両立させるこ
とにより、国際ビジネス、高齢者ケア、環境リ
スク低減等における言葉の壁・知識の壁・デー
タ利活用の壁をなくし、社会課題の解決や新
たな価値創造等に貢献します。

ニバーサルコミュニケーション研究所
（図1）では、誰もが分かり合えるユ

ニバーサルコミュニケーションの実現を目指
します。日本語を中心とした分野に特化し
た高品質・大規模データベースを核とする
AI 研究基盤を構築し、その基盤を活用した
3つのコア技術、すなわち、ビジネスで使え
る低遅延の AI 同時通訳を可能とする多言語
コミュニケーション技術、仮想的人格を用
いてユーザの興味・背景に合わせた対話を
可能とする社会知コミュニケーション技術、
パブリック／プライベートデータを連携さ
せて実世界の状況分析・予測を可能とする 
スマートデータ利活用基盤技術及びそれ
らの技術を社会実装する上で必要となる、 
コミュニケーションの質を向上させる技術を

研究開発します。
研究開発においては、前例に

とらわれないオンリーワン／ナ
ンバーワンのコア技術を創出
し、その技術を、広く使ってい
ただける普遍の技術として研ぎ
澄ませます。そして、それらの
技術を活用した実証／実用シス
テムを産学官の力を結集して開
発・展開し、社会実装に繋

つな
げる

とともに、社会で生み出された
知識源を研究開発へフィード
バックします。この研究開発と
社会実装を循環するポジティブ

ユ

図1　ユニバーサルコミュニケーション研究所の組織構成 図2　ユニバーサルコミュニケーション研究所における研究開発と社会実装のポジティブスパイラル
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超伝導 ICT 技術 光検出における超高感度特性や超伝導量子ビットへの応用が期待される集積型超伝導回路基板技術

ナノ機能集積 ICT 技術 有機分子とシリコン等をナノレベルの構造制御によりハイブリッド化し、通信システムの飛躍的な
高度化を目指すナノハイブリッド基盤技術

神経網 ICT 技術 生物が有する情報処理アルゴリズム（自然知）を模範とした知的情報処理技術により先進的 ICT 分
野の新技術創出を目指した自然知規範型情報通信基盤技術

バイオ ICT 技術 生命体分子を介した情報計測・評価技術と、バイオ材料等ソフトマテリアル活用型の新奇情報素子
を応用した新奇情報通信技術を目指すバイオ ICT 基盤技術

深紫外光 ICT 技術 深紫外光の特性を利用した、ソーラブラインド光通信や殺菌・滅菌等への応用を目指した深紫外光
ICT デバイス技術

超高周波 ICT 技術 ミリ波・テラヘルツ波における超高周波通信用デバイス、高度センシングシステム応用、高安定光
源等を実現する超高周波基盤技術

グリーン ICT デバイス技術 新半導体材料の特性を活かし、高周波デバイス、極限環境 ICT デバイス、高効率パワーデバイス等
を実現する酸化物半導体電子デバイス技術

量子 ICT 技術 あらゆる計算機で解読不可能な量子暗号と量子セキュアネットワーク、信号処理も量子的に行う完
全な量子ネットワーク実現を目指す量子情報通信基盤技術

脳情報通信融合技術 ブレインマシンインタフェース技術。脳機能解析に基づく人間パフォーマンス向上技術、デジタル
ツインを用いた運動機能向上技術、時空間感覚制御・拡張技術、脳に倣った情報通信技術

脳情報工学技術 脳情報解読・人工知能応用技術、社会条件下での脳機構同定・応用技術、脳内情報処理ネットワー
ク解析・応用技術

脳機能解析技術 実生活脳波評価・応用技術、MRI・MEG 運用技術、MRI・MEG 高度計測技術、知覚認知・データマ
ネジメント技術

従来の概念を超えた
イノベーションの創出と育成

究所が担務する 観る、繋ぐ、創る、守る、
の各分野全てと密接に関係することになり
ます。別な言い方をすれば、未来 ICT 研究
所の実施する研究テーマは、将来的には観
る、繋ぐ、創る、守る、の4分野全てに資

する可能性があります。
未来 ICT 研究所では、神戸フロンティア

研究センター、小金井フロンティア研究セ
ンター、脳情報通信融合研究センターの3
センター体制（図1）で、従来の概念を超

えたイノベーションの創出と育成に取り組
んでいきます（図2）。

各研究開発の概要は、「取り組む研究開
発」の表をご参照ください。

和田 尚也 （わだ なおや）

未来 ICT 研究所　研究所長
1998年、郵政省通信総合研空所（現 NICT）入所。フォトニック
ネットワークシステム研究室長、ネットワークシステム研究所
長を経て、2020年より未来 ICT 研究所長。博士（工学）。

未来 ICT 研究所は、今中長期から、「フロンティ
アサイエンス研究分野」を研究開発する組織と
してスタートを切りました。
新たに、脳情報通信融合研究センター（CiNet）
を加え、これまでより更に広い研究分野と横断的
に連携することで、未来へのブレークスルーに
つながる先端的な基盤技術を研究開発します。

ICT では、観
み

る、繋
つな

ぐ、創
つく

る、守る、
拓
ひら

く、の5つ言葉とそれぞれ紐付け
られた5分野において重点的に研究開発を
実施しています。それぞれの分野の研究主
体となるのが5つの研究所です。“情報通
信の新しい地平を「拓く」”をその理念と
し据える未来 ICT 研究所は、この5研究所
中でも特に先端的・基礎的な研究テーマを
実施します。2021年4月からの第5期中長
期計画開始に際して、未来 ICT 研究所には
二つの大きな変化がありました。

一つ目は、前中長期計画までは「フロン
ティア研究分野」でしたが、今中長期から
は「フロンティアサイエンス研究分野」と
なり“サイエンス”が加わりました。これ
は、未来を拓くために、“これまで以上に
高度な学術的知見”に裏付けされた、先端
的・基礎的な研究開発を実施することへの
期待と捉えています。不毛にも見える辺境

（Frontier）の大地を、失敗を恐れず、科学
（Science）という鍬で開拓し、「未来を拓く」

のがその役割であると考えています。
二つ目は、これまでの神戸と小金井の研

究室・センターに、吹田の脳情報通信融合
研究センター（CiNet）が加わったことで
す。これにより未来 ICT 研究所は NICT 内で
最大規模の研究所になり、規模が最大なだ
けではなく、そのカバーする研究分野も広
くなりました。未来 ICT 研究所以外の4研

N

図1　未来 ICT 研究所の組織構成
図２　未来 ICT 研究所の研究分野とアウトカム
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Beyond 5G / 6G のコンセプトや
アーキテクチャの研究開発

NICT における Beyond 5G / 6G 研究開発の司令塔として、NICT 内外のパートナーと連携して
Beyond 5G / 6G のコンセプトを創出します。さらに利用者視点やビジネス展開を踏まえた効果的
な Beyond 5G / 6G 研究開発／社会展開の戦略立案を行います。これらに基づき Beyond 5G / 6G
のアーキテクチャや基幹技術の確立を目指します。

サイバー空間とフィジカル空間が
融合した無線通信システム技術

の確立

複雑で大規模な無線システムの実環境における試験は、多大な費用と時間を要するだけでなく、
同一条件を再現できない、無線システムの改修前後の比較検証を精度良く行うことが困難といっ
た課題があります。これらの課題を解決するため、サイバー空間で無線システムの通信方式・電
波伝搬特性等を大規模かつ高精度に模擬し、リアルタイムで評価する電波エミュレータの実現に
向けた研究開発を機構内外のパートナーと共に推進します。

テラヘルツ波利用の基礎技術の
確立と実用システムへの応用

テラヘルツ帯無線計測基盤技術及び材料評価技術の研究開発を行うと共に、テラヘルツ帯 ICT プ
ラットフォーム技術基盤を準備し供用できる環境を整備します。また、テラヘルツ帯の周波数標
準や電力標準に基づいたテラヘルツ帯電波特性やテラヘルツ帯のデバイス・材料特性の精密計測
基盤を整備し、我が国の無線局免許制度への貢献を目指します。さらに国際標準化を行うととも
に、テラヘルツ帯の実社会へ応用を推進します。

テラヘルツリモートセンシング
技術

テラヘルツ帯の特性を生かした超小型軽量衛星センサ等を開発、長距離の宇宙テラヘルツ電磁波
伝搬モデルの構築と実証、宇宙テラヘルツ通信に対する基礎技術を確立します。衛星ビッグデー
タ等から独自の数理アルゴリズムやインデックス等を用いて新たな価値を創造し、これらの社会
展開と産業利用を促進します。

NICTにおける次世代移動体通信システム
Beyond 5G / 6Gの技術開発の司令塔

状況がしばらく続き、仕事に限らずリモー
ト○○は当たり前になってきました。この
状況には多くの利点があることに人々は気
が付きました。つまり会合点がサイバー空
間になったため、時空を超えてある会合点
から別の会合点へ瞬時に移動できます。さ
らに会合点の容量は実空間に比べてはるか
に大きいため、参加人数の制限を大幅に緩
和することも可能です。仕事をするにして
も余暇を楽しむにしても、これまで以上に
様々な機会が増えたとも言えます。一方で
現状は決して十分でないことも人々の共通

認識となっています。一言で言うならば、
臨場感に乏しく、実空間で実際に会ったり
会話したりするのとは全く異なっていると
いう部分になります。この点は技術分野に
おいては、ネットワークの帯域や遅延、接
続ポイントの数、そしてヒューマンインター
フェースの質が十分でないことと言って良
いと思います。

5G の普及が始まったところですが、既
に次の世代の Beyond 5G / 6G の開発競争
が始まっています。社会インフラとなった
情報通信網は、未来社会の社会基盤として

極めて重要な位置を占めることが、研究開
発に携わる研究者や技術者のみならず、パ
ンデミックの経験から一般の方々にとっ
ても明確になったためです。Beyond 5G 
研究開発推進ユニットでは、SDGs を達成
し Society 5.0を実現するため、Beyond 5G / 
6G のコンセプト（図2）やアーキテクチャ
から始め、Beyond 5G / 6Gの実現に必要な
基幹技術、その中でも無線アクセスの超高
速化を支えるテラヘルツ技術、さらにCPS
の一つの具現化としての電波エミュレータ、
等の研究開発を図1に示す体制で実施します。

寳迫　巌 （ほうさこ　いわお）

Beyond 5G 研究開発推進ユニット長
Beyond 5G 研究開発推進ユニット長／テラヘルツ研究センター長、
1996年郵政省通信総合研究所（現 NICT）入所。テラヘルツ技術の研究
開発としてデバイス、カメラ、無線通信、標準化に従事。博士（理学）。

第 5 世代移動体通信システム（5G）の普及
が 始まったところですが、 既に次 の 世 代 の
Beyond 5G / 6G の開発競争が始まっています。
社会インフラとなった情報通信網は、未来社
会の社会基盤として極めて重要な位置を占める
ことが明確になったためです。NICT における
Beyond 5G / 6G 研究開発の司令塔として、効
果的な研究開発や社会展開を実施します。

れまでの移動体通信システムの進化
には目覚ましいものがあります。通

信インフラ（第１世代（1G ～３G）から
始まり、情報インフラ（４G）になり、個
人の生活に欠かせない要素となりました。
2020年頃から利用できるようになった５G
では、人だけでなくモノとモノを繋

つな
ぐ社会

インフラとしての機能が備わっています。
デジタルトランスフォーメーション（DX）
の進展に伴い、人と人、人とモノ、モノと
モノの相互作用が、社会生活の様々な場面
で大きな意味を持つようになってきまし
た。移動体通信システムを支えるコアネッ
トワーク、ネットワーク上のサーバー、そ
してそれらが織りなすサイバー空間を介し
た様々な相互作用は、実空間とサイバー空
間の両側に跨

またが
った形で実行されます。この

姿は実空間とサイバー空間が有機的に統合
したサイバーフィジカルシステム（CPS：
Cyber Physical System）と捉えることがで
きます。この CPS の進展がこれからは重要
になってくることになります。

2019年末に端を発した COVID-19による
パンデミックによって、多くの人々がサイ
バー空間を通じたコミュニケーション手段
を使わざるを得ない状況になりました。そ
れ以前は手段としてはあるけれどもあまり
利用していなかった様々なリモート会議シ
ステム等を活用することを迫られ、実際に
否応なしに利用してきました。そのような

こ

図1　Beyond 5G 研究開発ユニットの組織構成
図2　 SDGs の達成や Society 5.0を実現する Beyond 5G / 6G の機能構成の概要  

※ NICT の Beyond 5G / 6G ホワイトペーパー（2021.3.31リリース）から転記
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イノベーション推進部門では、企
業、大学等との共同研究や研究者
の派遣、受入等の交流を促進する
とともに、NICT が行う研究開発と
産学の研究機関の能力を活用した
研究開発を一体的に実施すること
で効果的な研究開発を行うための
委託研究を実施しています。また、

受託研究を通じてNICT の研究開発
能力の活用を図り、産学官連携の
強化に貢献しています。さらに、産
学官の連携体制の構築を含めた標
準化活動を積極的に推進するととも
に、知的財産の確保及びその有効
活用により、研究開発成果の社会
への展開及び利用の拡大を図って
います。これらの取組により研究開
発成果を最大化し、NICT が中心と
なってオープンイノベーションの創
出を目指してまいります。

イノベーション推進部門 
部門長　塩崎 充博

経済・社会のグローバル化に伴
い、情報通信技術の研究開発や成
果展開においても、これまで以上
に海外との連携が重要となってき
ています。グローバル推進部門で
は、グローバルな視点でのオープ
ンイノベーションを推進するため、
海外の研究機関や大学等との共同

研究の推進、国際的な人的交流の
促進、海外連携センターを活用し
た情報収集等を行っています。ま
た、国際情勢が複雑化する中、人・
物・技術の移動に伴う「安全保障
輸出入管理」も一層重要になって
きています。グローバル推進部門
では、研究部署への情報提供・サ
ポート強化を通じて、安全かつ円
滑な国際連携・成果展開に貢献し
てまいります。グローバル推進部門 

部門長　深堀 道子

ICT は、研究開発の対象であると
同時に、社会生活や経済活動の基
盤でもあります。デプロイメント推
進部門では、国際交流プログラム
を通じて、海外研究者の国内研究
機関への受入れや国際研究集会の
開催を支援してまいります。また、
ICT 産業の競争力強化を目指して、

スタートアップに対する情報・交流
機会の提供を行うなど、若手起業
家に対する支援を行います。さら
に、高度な情報通信手段にアクセ
スできる者とそうでない者との間の
情報格差を解消するため、字幕・
手話・解説番組の制作や身体障害
者向け通信・放送サービス提供等
への助成、高齢者・身体障害者に
役立つ情報の提供を通じ、誰もが
ICT を利用できる情報バリアフリー
推進に貢献してまいります。

デプロイメント推進部門 
部門長　廣重 憲嗣

オープンイノベーションを加速し、
ニューノーマルの社会経済の変革を先導する

野崎 雅稔 （のざき まさとし）

オープンイノベーション推進本部長

先端技術の国際競争が一層激化する
中で、ICT でニューノーマルの社会
経済の変革を先導し希望と可能性の
あふれる未来を切り拓いていくた
め、ICT 分野を専門とする我が国唯
一の公的研究機関である NICT への
期待は一層高まっています。NICT
の研究開発成果の迅速な社会実装を
図るとともに、委託研究、産学官連
携、国際展開等のあらゆる手段で
オープンイノベーションを加速して
まいります。

ための活動を行い、NICT の内部と外部を結ぶ役割
を担う組織です。

戦略的プログラムオフィスの下には、様々な制度
面の対応などを行う研究企画推進室と地域連携と産
学連携とを推進する地域連携・産学連携推進室の2
つの室が置かれており、両室が有機的に連携しなが
ら業務を実施しています。研究企画推進室はパーソ
ナルデータの取扱い、研究における生体情報研究倫
理等、近年目まぐるしく変化する研究環境に機動的
に対応するための各種委員会の運営やオープンデー
タ化の推進のためのポータルページの整備、データ
のオープン化のための審査等を実施しています。も
う一方の地域連携・産学連携推進室は、NICT の研
究成果と地域や産学との連携のための活動を展開し
ています。前中長期計画期間に引き続き、今中長期
においてもアイデアソン・ハッカソンを用いた地域
課題の掘り起こしや、NICT の成果の展開、ICT を用
いた地域課題の解決を目指した委託研究を実施し、
NICT の研究開発成果を社会に役に立てるための推
進役を果たしてまいります。

総合テストベッド研究開発推進センター            
研究開発推進センター長 児島史秀

総合テストベッド研究開発推進セン
ターでは、産学官連携の下で様々な

ープンイノベーション推進本部では、令和
3年4月から、総合プロデュースオフィス

を設置し、オープンイノベーション推進本部にお
ける内外との総合調整機能を強化しました。ま
た、令和2年度第3次補正予算で措置された基金
による Beyond 5G(B5G) の要素技術の確立、国際
標準化の推進等を目指した公募型研究開発（B5G
研究開発促進事業）を推進してまいります。

さらに、前中長期計画期間に引き続き、ソーシャ
ルイノベーションユニットにおいて、NICT の研
究開発成果の社会実装を推進する戦略的プログラ
ムオフィスや、最先端 ICTの技術実証用テストベッ
ドの構築と運用を担う総合テストベット研究開発
推進センターを配置し、取組を加速してまいりま
す。2030年頃の B5G 導入を展望して戦略的・総
合的に取り組んでいくために、イノベーション推
進部門、グローバル推進部門、デプロイメント推
進部門とも密接に連携してまいります。具体的な
業務内容は以下のとおりです。

戦略的プログラムオフィス
オフィス長　西永 望

戦略的プログラムオフィスは、前中長期計画期
間に培った地域及び産学とのネットワークを活用
し、NICT の研究開発成果の社会実装を推進する

オ

ユーザが最先端の ICT を試験的に利用し技術実証や
社会実証を行う環境としてのテストベッドの適切な
構築と効果的な運用を推進しています。公的研究機
関として、最先端の研究開発、実証、社会展開に資
するテストベッドを提供する一方で、フォーラム活
動等を通じて国内外の研究機関を結集し、先導的な
ICT サービスに係るエコシステムの形成に取組みま
す。B5G / 6G の時代は、5G に伴い具現化したサイ
バーフィジカル融合に基づく通信サービスの多様化
を継承しながら、サービス要件の組合せによる更に
複雑な通信サービス及びシステムが必要とされる時
代と考えられます。当センターでは、これまで培っ
てきた超高速研究開発ネットワーク「JGN」、大規
模エミュレーションテストベッド「StarBED」と、
それらに関連する知見の活用を前提としながら、サー
ビスレイヤテストベッドと、エッジ・クラウド連携
基盤等の B5G ソフトウェア化インフラテストベッ
ドからなる次世代のテストベッドの構築を推進しま
す。また、当該テストベッドにおいては、データ連
携処理基盤（DCCS）、B5G ソフトウェア化分散広域
実証環境、現実社会と結合するエミュレーション基
盤、社会受容型 ICT サービスのエコシステム形成の
ための自律型モビリティ基盤の充実を図ってまいり
ます。

久保田 実 （くぼた みのる）

ソーシャルイノベーションユニット長

図　オープンイノベーション推進本部の組織構成
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前島密賞は、逓信事業の創始者「前島密」の功績を記念し、その精神を伝承発展せしめるた
めに設けられたものです。情報通信事業（郵政事業を含む）及び放送事業の進歩発展に著し
い功績のあった者に贈呈され、第66回にあたる本年度は、NICTからは共同研究での受賞も
含め3件の受賞がありました。
文部科学大臣表彰は、科学技術に関する研究開発、理解増進等において顕著な成果を収めた
者に授与されます。  ※所属・役職名は受賞者決定時点のものです。

66th Maejima Award

■公益財団法人　通信文化協会 　第66回 前島密賞

FY2021 The Commendation for Science and Technology by the Minister of Education, Culture, Sports, Science and Technology Prizes for Science and Technology 

■文部科学大臣 　令和3年度 科学技術分野の文部科学大臣表彰

若手科学者賞

科学技術賞 （理解増進部門）

●青
あお

野
の

 良
よし

範
のり

　サイバーセキュリティ研究所セキュリティ基盤研究室 テニュアトラック研究員

●受賞内容　格子暗号の安全性評価に関する先駆的な研究　●受賞日　令和3年4月14日
概要　耐量子計算機暗号である格子暗号のパラメータ設定法に関して、計算時間の下限を理論的に証明し、長期
間暗号の強度を保つことのできるパラメータ設定を可能とし、暗号設計に関わるアルゴリズム分野の研究の進展
に寄与することが期待される。

●衛
え

藤
とう

 将
まさ

史
し

（筆頭者）　ナショナルサイバートレーニングセンター サイバートレーニング研究室 室長

●金
かな

濱
はま

 信
のぶ

裕
ひろ

　主任研究技術員  ●花
はな

田
だ

 智
とも

洋
ひろ

　主任研究技術員 

●佐
さ

藤
とう

 公
ひろ

信
のぶ

　主任研究員 ●石
いし

川
かわ

 大
ひろ

樹
き

　主任研究技術員

●小
お

川
がわ

 博
ひろ

世
よ

（チーム代表者）　テラヘルツ研究センター

●寳
ほう

迫
さこ

 巌
いわお

　　  テラへルツ研究センター 研究センター長 

●笠
かさ

松
まつ

 章
あき

史
ふみ

　テラへルツ研究センター 

●菅
かん

野
の

 敦
あつ

史
し

　ネットワークシステム研究所 ネットワーク基盤研究室 研究マネージャー

●稲
いな

垣
がき

 惠
けい

三
ぞう

　ネットワークシステム研究所 ネットワーク基盤研究室 主任研究員

●沢
さわ

田
だ

 浩
ひろ

和
かず

　ワイヤレスネットワーク総合研究センター ワイヤレスシステム研究室 研究マネージャー

●藤
ふじ

井
い

 勝
かつ

巳
み

　テラへルツ研究センター テラヘルツ連携研究室 主任研究員

●関
せき

根
ね

 徳
のり

彦
ひこ

　テラへルツ研究センター テラヘルツ連携研究室 室長

●寺
てら

井
い

 弘
ひろ

高
たか

　未来 ICT 研究所 上席研究員

●三
み

木
き

 茂
しげ

人
と

　未来 ICT 研究所 主任研究員 

●山
やま

下
した

 太
た

郎
ろう

　 名古屋大学大学院 准教授 
（共同受賞者）

●井
いの

上
うえ

 真
ま

杉
すぎ

　グローバル推進部門 国際研究連携展開室長

●大
おお

和
わ

田
だ

 泰
やす

伯
ひろ

　ソーシャルイノベーションユニット 総合テストベッド研究開発推進センター テストベッド連携企画室 主任研究員

●受賞内容　 国産基盤技術を活用したセキュリティ対応手順の普及啓発　●受賞日　令和3年4月14日
概要　不足する国内セキュリティ人材を育成するために、大規模な演習を効率的・効果的に実施するための国産
基盤技術 CYDERANGE を独自開発し、我が国全体としてのセキュリティ対応能力の向上に寄与した。

●受賞内容　 テラヘルツ無線に向けた標準化活動　●受賞日　令和3年4月9日

●受賞内容　 【共同研究】世界初の耐災害ネットワークシステムの実用化と展開による社会貢献　●受賞日　令和3年4月9日　

●受賞内容　【共同研究】超伝導ナノワイヤを用いた単一光子検出器の開発
●受賞日　令和 3 年 4 月 9 日
概要　超伝導ナノワイヤを利用した単一光子検出器の研究開発において、通信波長帯で半導体光
子検出器の性能を大きく凌駕する 80% を超える検出効率を達成し、国内外の多くの研究機関に提
供され、量子情報通信分野、バイオ・医療分野で優れた研究成果の創出に多大な貢献をした。

概 要　10 年 以 上
に亘り、未開拓の
周 波 数 帯 で ある 
275GHz 以上の周
波数を用いたテラ
ヘ ル ツ 無 線 通 信
を行うために IEEE

（米国電気電子学
会）及び ITU-R（国
際電気通信連合無
線通信部門）で活動し、世界初の 300GHz 帯デファ
クト標準規格の成立や無線通信規則の改定に多
大な貢献をした。

情報通信研究機構テラヘルツ波帯標準化活動チーム

（以下所属はすべて、ナショナルサイバートレーニングセンター サイバートレーニング研究室）

左から、大和田泰伯、井上真杉

左上から、衛藤将史、金濱信裕、
花田智洋、佐藤公信、石川大樹

左から、山下太郎（名古屋大学）、三木茂人、寺井弘高


